
10-19参照。

⑹ 夏南「基金業の土台となる法の制定」『瞭望新聞周

刊』2003年10月27日号、p.34．

⑺ 投資基金法の原文は、『人民日報』2003年11月４日

参照。

⑻ 中国語では「基金份額」。ここでは、「基金発行証券」

と訳した。日本において、契約型投資信託の場合は受

益証券、会社型投資信託の場合は投資証券と呼ばれ

る証券に該当する。なお、前述の暫定規定では、「基

金份額」は、「基金単位」とされていた。

⑼ 具体的には、国務院の中国証券監督管理委員会が、

証券業界の監督を行っている。

⑽ クローズド・エンド型投資基金は、基金総額が契約

期間中一定不変であり、基金発行証券を追加購入し

たり、契約期間満了前に基金管理者に申し出て換金

したりすることができない。ただし、投資基金が上場

されている場合は、証券取引所をとおして基金発行

証券の売買が可能である（「投資基金法」第５条）。前

掲『基本証券分析用語辞典』pp.202-203、前掲『入門

中国の証券市場』p.94参照。

オープン・エンド型投資基金は、基金総額が変更可

能であり、その基金発行證券は、基金管理者が提示す

る価格で、随時追加購入及び換金が可能である（注10

文献参照）。

前掲『入門中国の証券市場』p.26．

同上 p.21．

同上 p.31．

（かまた ふみひこ・海外立法情報課）

【短信：タイ】

反テロ政令の公布と違憲審査
権 香 淑

2003年８月11日、タクシン首相は、現行の刑

法典および資金洗浄法を改正する内容が盛り込

まれた政令を公布した。しかし、国会議員をは

じめ法律関係者および人権団体から多くの批判

を受けており、政令の合法性および有効性につ

いて、憲法裁判所で違憲審査が行われることに

なっている。以下、政令公布の背景および内容

をまとめ、違憲審査における係争点などを簡単

に紹介する。

１．政令公布の背景

タイ政府は、2003年８月５日にインドネシア

のジャカルタで起きた爆弾テロを機に、テロ行

為に厳罰でのぞむことを謳った二つの政令を公

布した。その一つは、テロ行為を禁止する刑法

典改正に関するもので、もう一つは、テロ行為

のための資金提供を禁じる資金洗浄防止法改正

に関するものである。爆弾テロという直接的な

きっかけの他にも、10月末にバンコクで開かれ

たAPEC（アジア太平洋経済協力会議）首脳会

議の主催国として、タイにおける反テロ対策を

明瞭な形で示す必要があったと言われている。

タイにおける政令は、1970年代の軍事政権下

において２度にわたり公布されており、今回で

３度目の公布となる。タイにおける政令は、法

律と同様の効力を有するが、その公布の目的は、

国家の安全保障および国家経済の安全、国民の

平穏の維持であり、内閣が緊急事態であると判

断した場合にのみ公布することができる。今回

の公布は、タイの国内社会のみならず国際社会

タイ
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に対するテロという緊急事態への対応から発せ

られたものと見られる。

２．二つの政令の主な内容

⑴ 刑法典を改正する政令

刑法典の改正に関する政令では、タイ政府、

外国政府又は国際組織が何らかの措置をとらざ

るを得ないような、以下の三つの行為をテロ行

為と規定している。すなわち、①あらゆる個人

の安全、生命、自由を侵害し、脅かす行為、②

公共交通システム、テレコミュニケーション・

システム、公益事業の基盤に対する深刻な損害

の原因となる行為、③あらゆる国家、個人の財

産又は環境に対してもたらされる経済的な損害

の原因となる行為である。

このような行為を行った者は、終身刑又は3年

以上20年以下の拘禁刑および６万バーツ（約17

万円）以上100万バーツ（約280万円）以下の罰

金が科せられる。また、テロ行為を行うよう脅

した者、そのような行為を行っているという確

証がもたれる者、テロリストおよび協力者を訓

練する目的で人や武器などを動員し、テロ行為

を指示し、又はテロ飛行士などを匿う行為を

行った者に対しては、２年以上10年以下の拘禁

刑および20万バーツ（約56万円）以下の罰金が

科せられる。

その他、犯罪に協力した者についても上記と

同様の刑罰が科せられる。また、国連安保理決

議又はタイ政府によってテロリストであるとみ

なされた者又はグループのメンバーは、７年の

拘禁刑および最大14万バーツ（約39万円）の罰

金が科せられることになる。

⑵ 資金洗浄防止法を改正する政令

資金洗浄防止法を改正する政令では、（同法が

規定する）七つの犯罪に加え、テロ行為に関す

る資金又は資産の譲渡なども扱うものとする旨

が規定されている。

３．反対の動きと政府の対応

政府が公布した政令に対し、政界および学界

から強い反対の声が上がっている。108名の下院

議員および50名の上院議員は、国会審議という

適切なプロセスを経ずに政令が公布されたこと

に対し、憲法第218条に違反するとして違憲審査

を求める請願書を憲法裁判所に提出し、2003年

８月19日に受理された。また、法律の専門家、

学者、活動家などは、国家の緊急事態に公布さ

れるべき政令を、今の時期に公布する必要性に

ついて疑義を表明し、二つの政令の撤回を求め

ている。

このような政令の公布に反対する動きをかわ

すために、タイ政府は、2003年８月21日に議会

承認を求めるため下院に二つの法案を提出し

た。しかし事態は収まらず、すでに反対議員ら

による請願書に基づき、憲法裁判所における違

憲審査が行われる見通しで
(注１)

ある。ただし、一部

の学者からは、現在の憲法裁判所における審査

員の構成上、違憲判決の要件（審査員の３分の

２以上の賛成票が必要）を満たすことは非常に

難しいとして、憲法裁判所が違憲判決を下す可

能性は極めて少ないとの指摘も
(注２)

ある。

違憲審査においては、政令公布に対する反対

議員らの主張、すなわち国会審議における「適

切なプロセス」の有無が重視されるのか、ある

いは、政府が強調する「緊急性」に軍配が上が

るのか、注目されるところである。このような

展開についてヴィサヌ副首相は、いずれにして

も、憲法裁判所における違憲審査が政令を公布

するに至った政府の立場や主張をより明確に説

明できる良い機会になるとの見解を表明してい

る。

なお、政令が公布された直後の2003年８月20

日、タイ政府は、国際通貨基金（IMF）代表お

よびAPEC首脳会議のテロ対策担当主要部門

代表が出席して開かれたテロ対策会議の際に、

タイ
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反テロ計画を提出した。このようなタイ政府の

テロに対する姿勢は、10月末のAPEC首脳会議

における反テロ声明にも反映されている。

(注)

⑴ すでに公布されている政令は、違憲審査中も効力

を持ち続けるが、違憲判決が出た場合は、官報による

公示に基づき、その効力を失うことになる。

⑵ 2003年11月８日、タマサート大学とミッドナイト

大学の共催で開かれたセミナーにおいて、タマサー

ト大学法学部のボラジェット（Vorajet）教授などが

指摘した。
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